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愛媛県における真珠養殖の経緯とその現状 

                      森实庸男   

 

日本の真珠養殖は、1893 年の御木本幸吉による半円殻付真珠の成功に始まり、その後

1903年に西川藤吉、見瀬辰平がそれぞれ別々に特許出願した真円真珠形成法の発明から数

えても 100 年余が経過した１）。この間、第二次世界大戦による中断や過剰生産による昭和

40年代の構造不況があったものの、経済の成長、技術の発達、輸出振興等により発展を続

けた。農林水産統計によれば、生産量では 1966 年に 130ｔ、生産金額では 1990 年に 885

億円の最高値を記録している。このように、真珠産業は地域経済にとって重要な産業であ

り、真珠は重要な輸出品の一つであった。 

しかしながら、1996 年に顕在化したアコヤガイ赤変病２）の発生による大量死を契機とし

て、真珠生産量は減尐を続け、深刻な事態に陥っている。この問題については、既報３）が

あるが、本稿ではその後のデ－タを追加し、内容を補強しつつ、愛媛県の資料を基にアコ

ヤガイ大量死を中心として戦後の真珠養殖の経緯を踏まえて現状を紹介する。 

 

      愛媛県における戦後の真珠養殖の歴史の概略 

 小林１）によれば、日本の真珠産業は日本経済の戦後の復興とともに立ち直り、1953 年に

は戦前のレベルに回復する。その後、輸出振興と養殖漁場の確保や養殖技術の改良等で急

速に生産量が増加した。愛媛県においても 1948 年に事業が再開され生産が始まった。愛媛

県は真珠養殖においては後発県であったが、1954～1957年にかけて三重県等の業者の進出

が始まって生産量が増加し、1967 年には 18.9ｔの生産があり、第一次のピ－クを迎え、主

要生産県の一員となるに至った（図１）。 

 しかしながら、生産過剰による不況から全国的に転業や廃業が相次ぎ、1974 年の全国生

産量は 29.9ｔとピ－ク時の 23％にまで下降した。愛媛県においても同様で、1975年には 
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6.69ｔの生産量とピ－ク時の 36％にまで下降した。その間の業者数の減尐や生産・販売の

調整等により、1972 年から見られた価格の上昇が更に進み、生産量は 1977 年に漸増に移

行し、真珠産業は回復に向かった。以後、国内の所得向上等もあって、生産量は再度増加

し、全国では 1993 年に 72.7ｔ、愛媛県では 1990 年に 26.4ｔと上記の不況以降のピ－クを

記録した。愛媛県は真珠母貝（以下母貝とする）養殖から真珠養殖への転換や自然環境に

恵まれたこともあって生産量が著しく増加して、この間の 1978 年には初めて生産量、生産

額ともに全国第１位の地位を占め、1986 年以降では 12 年間連続して真珠生産第１位の県

となるに至った（図 1）。 

 一方、母貝養殖においても真珠養殖の経緯と同様に推移した。真珠養殖の隆盛から母貝

に対して強い需要があり、全国の母貝生産量は1965－1966年には1万ｔを超えた。その後、

真珠不況により 1971 年の 1,840ｔにまで急下降したが、真珠養殖の立ち直りとともに回復

し、1988－1992 年には 9,000ｔ台の生産を揚げるに至った（図 2）。 

 真珠養殖では２年間をかけて母貝を育成し、この母貝に真円の核（外国から輸入される

イシガイ科の貝殻を削ったもの）を外套膜の切片（ピース）を戴せて挿入する。この切片

が生育して核を取り囲む真珠袋を形成し、核の表面に真珠層を分泌・形成する。巻きの厚

い良質な製品を狙って、真珠養殖の期間はかつては２年を中心としていたのであったが、

現在ではほぼ 1 年が中心となっている。真珠養殖業者は母貝を育成する業者から購入する

分業体制となっている。 

愛媛県では、1958 年に本格的な母貝養殖が始まった。その生産量は、沿岸漁業の不振や

行政の支援もあって急上昇し、1966 年には 2,600ｔと不況前のピ－クに至り、この時の全

国シェアは 25％であった。真珠不況以後、他県での母貝生産量が減尐する中で、真珠養殖

と母貝養殖の経営分離、冬季水温が高いこと、天然採苗が豊富にできたこともあって、愛

媛県の母貝生産量は飛躍的に増加し、1988－1992 年には 7,000ｔ台を記録した。全国シェ 
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アは 1986 年を除いて、1972－1992 年には 70％を越え、母貝供給の一大産地となるに至

った（図 2）。 

 

 このように、真珠養殖は一時期の不況を克服して２回目の隆盛にあったが、真珠養殖に

おけるへい死率が徐々に上昇する傾向にあった。この原因としては、環境、母貝の体質、

管理技術があげられ、高収入を期待して大珠を生産するために大型母貝への志向による体

質の遺伝的弊害や、貝の生理を十分に配慮しない養殖管理等が指摘されていた。 

 

      アコヤガイ大量死の発生 

 こうした中で、1994 年に愛媛県の内海湾の一部の海域で夏～秋にアコヤガイのへい死が

発生し、1996 年には愛媛県宇和海北部の一部海域を除くほぼ全海域で大量死が発生するよ

うになった。同様に、1994 年に大分県蒲江町猪串湾においても同様な症状を呈する大量死

が発生したという報告がある４）。また、1996 年に真珠養殖が行われている西日本海域のほ

とんどでへい死が報告されている。 

 浜揚げ真珠の販売は主として系統組織の入札により行われ、一般に 12～2月にかけて行

われている。そのため、暦年で集計されている農林統計では真珠養殖の生産量の多くは实

際に生産された翌年に計上されるので、1996 年に始まった大量へい死の生産量への影響は

統計上 1997 年に初めて表れる。これに対して、母貝養殖ではそのほとんどが秋に取引され

るため、その年の統計に反映される。 

大量死の影響が強く表われた 1998～2002 年における全国の真珠生産量は、24.6～34.5

ｔにまで低下した。愛媛県での生産量の低下も同様に、4.7～11.4ｔとなった。特に、1999

年は全国、愛媛県ともに最低値となり、その後は大きく回復していない（図 1）。 

 一方、母貝養殖は 1994 年から影響があると考えられるが、顕著ではない。1996 年以降

の全国生産量は 1996年の 5,416ｔから 2002年の 1,877ｔまでほぼ年を経るごとに減尐した。

愛媛県での生産量への影響はさらに厳しく、1996 年の 3,306ｔから 2001 年の 1,112ｔとな

り、1997 年以降は大きく低下した状態が続いている（図 2）。母貝の生産量の低下は、大量
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死初期では死亡及び出荷時の選別での投棄による生産減が主であったが、近年では真珠養

殖の不振による真珠養殖業者の需要減から起こる母貝養殖経営体や放養量の減尐が原因と

なっている。 

 

       アコヤガイ赤変病 

1996年に顕著となったこのアコヤガイの大量死は、先に述べたように、愛媛県だけでな

く、真珠と母貝の養殖が行われている三重県、高知県、大分県、長崎県、熊本県等の西日

本各地においても報告されている。この大量死の特徴は、夏から秋にかけて軟体部が萎縮

し、衰弱してへい死が起こる。その際の肉眼所見では軟体部が赤変しており、特に閉殻筋

で顕著なことが特徴的である。大量死発生以降関係機関の調査が精力的に行われ、この現

象が水温に大きく依存していることが明らかになった５,６）。 

大量死発生当時はその被害の大きさが注目され、この原因について、トラフグ養殖の寄

生虫駆除に使用されていたホルマリンが原因であるとの見解があり、これにマスコミの報

道が拍車をかけ、大きな社会問題となった。また、多くの研究者からもその原因について

様々な説が打ち出され混乱した。その後、赤変したアコヤガイの外套膜片を移植した健常

貝及び赤変貝と同居させた健常貝が発病することが発表され、感染症であることが示唆さ

れた７）。さらに、病貝の血リンパを健常貝に接種することで、大量死の症状を再現できる

ことから、感染症であることを再確認するとともに病原体が血リンパ中に存在することが 

明らかになった８）。 

病原体は 0.45μmのフィルタ－を通過することから濾過性病原体であることが明らかに

なり８）、そのサイズは 0.1-0.45μm と推測されている。さらに、有機溶媒、熱、酸・アル

カリ、薬剤に関する感受性等の諸性状も明らかにされている９）。これまでの研究では病原

体の特定に至っていないが、アコヤガイ赤変病と命名されている２）。 

 一方、宮崎１０，１１）は、魚類由来細胞を用いてウイルス分離に成功し、健常貝に接種し

て病変を再現できたとして、アコヤウイルスと命名している。しかし、同細胞を用いた实

験で著者以外の研究者は分離することができず、確認されていない１２）。  

 

      赤変病の対策 

生産現場においてはこのへい死対策が急務であった。感染症が原因であることから、本

来病貝の除去、処分や罹病貝の移動禁止等が基本的な対策であるが、このへい死が問題と

なった時点で既に全国の真珠養殖場に蔓延している状態にあった。また、真珠養殖は稚母

貝養殖から始まり浜揚げに至るまでの養殖工程において、様々な養殖管理で貝の移動が多

く、病原体が伝播し易い養殖産業でもある。このようなことから、殺処分、移動禁止等の

対策は事实上不可能であった。 

先に述べたように、この疾病は水温に支配され高水温で被害が大きい。さらに、冬季比

較的低水温を経験した貝はその後の生育が順調であることが、聞き取り調査等で明らかに

なった。そこで、この低水温に関する試験研究が行われた結果、13℃以下の水温に 2ケ月

以上おくことで、赤変化や死亡の発生を遅らせる効果があることが明らかとなった１３）。

しかしながら、この効果は完全に病原体を不活化するものではなく、再発を遅延させるだ

けであり、水温上昇とともにいずれは再発する。さらに、この方法は冬季に水温が低下す
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る漁場を使用できる経営体では行うことができるが、できない経営体も多く、特に愛媛県

の養殖漁場である宇和海では長期間低水温となる漁場はほとんどない。また、後述する低

水温に弱い中国系交雑貝では大きく水温が低下する場合には被害が出る可能性がある。こ

れらのことから、この対処法は養殖現場には普及していない。 

ところで、中国産真珠貝（ベニコチョウガイ Pinctada fucata）１４,１５）が、高水温に強

くて巻きも良いとの理由で日本に持ち込まれ、一部で養殖されていた。この貝はこの赤変

病にかなりの耐性をもつと考えられ、へい死対策として大量に輸入された時期があった。

しかし、この輸入貝は死亡が尐ないものの生産される真珠の品質が悪く、大量輸入は現在

では行われていない。そのため、中間的な性質をもつ日本産貝との交雑貝が大量に種苗生

産され、養殖されるようになった。こうして、赤変化や病変は生じるものの一時期のよう

な高い死亡率は生じなくなっている。しかしながら、生産される真珠は色等での問題が加

工業界から指摘されている。真珠品質の五大要素として、形、色、艶（光沢）、巻き、傷が

あげられ、これらを総合評価して品質の良悪が判断される１６）。このうち、色はホワイト、

ピンク、ブルー、ゴールド、グレイ、グリーン、ブラックなどに分類されるが、これらの

違いは真珠層本体の色と光の干渉によって決められる。 

 一方、日本産アコヤガイ（Pinctada martensii）１４,１５）から耐病性をもつ貝を作出する

試みが行われ、一定の成果を得たことで母貝段階では死亡率を低減することが可能になっ

てきた１７）。これらを用いた真珠養殖も行われ、耐病性のある日本産アコヤガイから得ら

れた真珠は、光沢や色等の真珠品質が良いこともわかった。しかし、高水温が長く続く病

勢の強い海域では、交雑貝と比較して生残率や巻きの点で成績がやや务り、南部海域では

使用されていない。 

既存漁場から一定の距離があり、4 年間使用されていなかった愛媛県日振島では、人工

採苗した稚貝を養殖し、死亡や病変の全く認められない母貝を養殖することができている
１８）。この状態は現在まで持続しており、これらのことから、病原体フリ－の稚貝を育成

し、水平感染を防ぐことで赤変病の有効な対策となりうる。しかしながら、漁場が隔離さ

れることが必要条件であり、多くの経営体が近接した漁場で養殖されている海域では普及

は困難で、無病漁場の拡大は進行していない。 

ところで、近年耐病性のあるアコヤガイが開発され、養殖貝の死亡率が低くなってきて

いる。しかし、無病の天然貝を各地の養殖場へ垂下育成した調査では、その死亡率が 1996

年の赤変病初発時のそれと異ならず、本疾病の病勢が依然として低下していないことが明

らかになっている１９）。 

 

      真珠養殖の現状 

先に述べたように、赤変病発生以降の真珠及び母貝の生産量は大きく減尐しているが、

生産金額で見ると更に顕著に表れている。元々輸出を主体とする真珠産業の生産金額は、

生産量の年々の変動や品質の良否に加えて、為替レ－ト、景気、流行等によって需給動向

が大きく変動するためである。全国の真珠生産額は赤変病発生直前の 1992-1996年には 803

～548億円であったが、その後も減尐を続け、リ－マンショックの影響を受けた 2009 年に

は 84.5 億円まで低下した。愛媛県での生産額の低下は更に大きく、1991 年に 315 億円を

記録したが、1998～2002 年には 39.8～79.8 億円にまで低下し、2009 年には 32.2億円まで
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下降した。この現象は真珠品質の低下とともに、バブル崩壊に伴う長期不況の影響を受け

たと思われる。 

 一方、全国の母貝生産額のピ－クは 1985 年の 149 億円であった。1996 年以降の全国生

産額は 1996 年の 68.6 億円から 2004 年の 12.4 億円まで年を追って減尐した。その後、一

時回復の兆しが見られたが、2009 年には 7.1 億円となった。主産県の愛媛県では、ピ－ク

は 1985 年の 124 億円であった。1996-2000 年における母貝生産額は 34.0～14.7 億円とな

り、2009 年には 4.5 億円となった。 

全国の経営体も減尐が続いている。真珠養殖は真珠不況から回復に向かった 1975年以降

は増減はあるものの 2,100 前後で推移した。母貝養殖は同時期に 1,700 前後であったが、

その後、1989 年以降転業等で減尐する中で産地が特化し、1,400 台であった。赤変病の発

生した 1996 年に真珠養殖は全国、愛媛県でそれぞれ 1,998、600 であったが、2002年には

両方ともその 78％に減尐した。母貝養殖では 1996 年に全国、愛媛県でそれぞれ 1,367、987

であったが、2002 年にはそれぞれその 62、64％に減尐している（図 3）。この減尐傾向は

更に続き、2008 年の全国、愛媛県の真珠養殖経営体数はそれぞれ、1,050、316に、母貝養

殖経営体数はそれぞれ、742、387 となっている。 

 さらに、2010 年には愛媛県真珠養殖業協同組合が累積赤字により解散し、50年の歴史を

閉じた。これにより、養殖専業組合はなくなり、愛媛県産真珠の販売を行う系統団体は、

愛媛県漁連のみとなった。 

 

農林統計資料より求めた愛媛県の真珠の販売単価は、不況回復後の 1980 年に 4,000 円／

匁を上回るピ－クがあり、以後は生産量の増大に伴い低下傾向にあったが、好景気に支え

られて、1990年の 4,719 円をピークとする高値が続いた。その後は再び漸減傾向にあった

が、全国では 1999 年、愛媛県では 1997 年を境として下降し続けている。図 4に愛媛県の

系統団体における取扱实績を示した。2000～2005 年の 6年間で販売量が半減あるいはそれ

以下となる中で、平均単価も 50％前後にまで低下している。2006、7年と上向きの兆しが
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認められたが、2008 年のリ－マンショックにより再び最低値にまで下降した。当然ながら

経営状況は極めて厳しい状態に陥っており、経営体数の減尐に結びついている。 

 

（注）真珠の浜揚げは一般に 12－1 月に、入札は 12－2 月に行われる。そのため、養殖業界で

は便宜的に養殖年度として、この時期の真珠生産を一括して計上している。農林水産統計は暦

年で集計されているため、12月分と翌年の 1(2)月分は分断されて計上されることになる。 

 
この価格低下の大きな原因として、バブル崩壊後の不景気が第一にあげられる。真珠は

非食用の高価な宝飾品を作る産業であり、不況時には影響を受けやすい体質をもつ。また、

赤変病の蔓延に伴う真珠品質の低下とともに世界的な生産、流通構造の変化があげられて

いる。過去には真珠といえば、アコヤガイ真珠を意味するものとされたが、南洋珠とよば

れるシロチョウガイ、クロチョウガイの真珠が生産を拡大してきた。さらに、イケチョウ

ガイから生産される中国の淡水真珠は低価格製品として大量に生産、輸出されており、近

年は品質向上とともにサイズアップがなされている。このように、海外で生産される真珠

は高価格から低価格の製品に至るまで強力な競争相手となり、我が国の真珠業界は厳しい

国際競争の中にある。 

図 5 に輸出入の推移を示す。80 年代の後は輸入量の増加、輸出量の低迷が続き、1999

年には輸入が輸出を上回るようになった。この傾向には、輸出量に比べ輸出額の低下が著

しいことから、円高傾向の影響が見られる。以前には真珠は海外産も日本に集まり、合わ

せて加工、製品化され、輸出されていたが、香港市場の発展とともに日本の輸出が減尐し

ている。また、日本の輸出には輸入された南洋珠、淡水真珠を製品化したものも含まれる

ため、アコヤガイ真珠の割合は一層低下している可能性が考えられる。 
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 今後の課題 

先に述べたように、日本のアコヤガイ真珠は、世界の景気低迷の中で厳しい国際的な販

売競争を強いられている。高価であった南洋珠が増産され、アコヤガイ真珠と同価格帯と

なり、また、低価格品では膨大な量の淡水真珠が品質向上とともに販売量を増やしている。

また、消費者の嗜好の変化やデフレ環境の中で販売不振が続いている。 

こうした中にあっても、国際競争の中で差別化を図るために、独特の色、光沢のある他

の真珠にない特徴をもつアコヤガイ真珠には、加工業界から養殖生産者に対して一層の品

質向上が求められている。品質の良い真珠を生産するために、‘当年物’真珠から‘越物’

真珠（越年して養殖したもの）への移行を図るなど、行政の支援もあり、品質向上への方

向付けがなされている。また、赤変病が蔓延する中で母貝として耐病性のあるアコヤガイ

の作出に一定の成果が得られており、今後は真珠の色を支配するとされる優秀な‘ピ－ス

貝’（外套膜のピースを採取するための貝）の供給が不十分であるとされており、この方面

への技術開発が続けられている。 

また、愛媛県では販売収入の減尐から母貝養殖経営体が減尐し続けている。このため、

他産業への転換が困難な漁村集落の崩壊が危惧されている。愛媛県では収入を増やすため

に、ヒオウギ、アワビ、トサカノリの養殖が一部で行われているが、更なる新魚介類養殖

の開発も必要となっている。そのひとつとして、母貝出荷後の空いた養殖施設を利用した

ヒジキ養殖が副収入源としての位置づけで一部で新たに始まっている。 

一方、付加価値を高めるために、愛媛県において加工販売産業の育成が以前から課題と

して取り上げられてきた。1988 年に県真珠加工業組合が設立されたが、約 10 年で業務停

止、解散した経緯がある。現在においても課題としてあげられるが、ごく一部で加工が行

われていることを除いて、困難視されている現状にある。 

最後に、景気に大きく影響されているアコヤガイ真珠の販売不振と比較して南洋珠が売

れている一面もあり、ファッションも含め消費者の嗜好の変化も関係しているものと思わ
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れる。そのため、消費者の嗜好動向を踏まえた一層の販売促進が望まれ、これを欠かすこ

とができないと思われる。 

終わりに、本稿の取りまとめにあたり、丁寧なご指導と貴重なご助言を頂いた当協会理

事嶋津靖彦博士に深く感謝の意を表します。 （全国水産技術者協会理事・元愛媛県水産

試験場長） 
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東日本大震災から一年 

－節電のすすめ－ 

 

               川口恭一  

１ はじめに 

 平成23年3月11日午後 2時46分、突然襲った激しい揺れ！ 東日本太平洋沖地震（M9.0）

と津波による被害が甚大であった。また、福島第一原子力発電所をはじめとする電力供給

施設にも大きな被害をもたらした。東日本大震災と命名された大災害の発生から既に 1 年

を経過した。 

 この大震災により東京電力管内における電力供給が低下し、不測の大規模停電が起きな

いよう昨年 3 月には計画停電が实施されたところである。 

 また、政府は、昨夏、電力供給の見通しを踏まえて、大口需要家（500 万ｷﾛﾜｯﾄ以上事業

所）、小口需要家、家庭の各部門で昨年の使用最大電力量に対して均一に 15%削減する節

電目標を設定した。東電管内最大ピーク需要 6,000 万ｷﾛﾜｯﾄのうち、大口需要家の使用電力

はおよそ 1/3 に過ぎず、小口需要家も家庭も節電に取り組む必要があるとされたのである。 

 

２ 我が家の電力使用状況と節電対策 

 家庭における電力使用のピーク値を把握し、記録しておくことは困難である。電力使用

について把握できるデータは、毎月初めの検針日（月初めの 2 日または 3 日頃）に通知さ

れる前月約 1 ヶ月分の電力使用量と電力料金だけである。 

 

（１）震災前からの節電対策 

夫婦二人の我が家で、平成 21 年の師走に電力使用量が急増するという事件が起こった。

大震災発生より 1 年以上も前のことである。電気料金の急増（対前月比 70%増）に驚くと

ともに、家計にとっても大きな問題であり、節電対策が緊要となった。このこともあって

その後、毎月の「電力使用量、料金票」が保存され、節電対策に活用されてきたのである。 

 

平成 21 年（グラフの青線）・・・大震災前 

月別電力使用量の推移をみると暖房（ガスファンヒーター、電気ストーブ、エアコン）

を使用する冬期が 400 ｷﾛﾜｯﾄ程度と多いのに対し、夏期は 270 ｷﾛﾜｯﾄ程度と尐ないという冬

期多消費型傾向が強い。 
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ところが、地デジ移行のため 11 月初めに大型テレビ（276 ﾜｯﾄ）を購入し、年末から年

始にかけて子供夫婦、孫が集合し、エアコン暖房、テレビ（ゲーム？）の連続使用が続い

た結果、師走から翌年正月の電力使用量が急増したのであった。 

 

平成 22 年～23 年 2 月（グラフの赤線＋緑線）・・・大震災前 

前年と同じ傾向が続き、毎月の電力使用量が前年同月を上回る状態で推移した。この年

の夏は猛暑であり、7～9 月のエアコン使用による電力使用が増えてしまった。特に、8 月

はお盆の頃に里帰りの大人数が集合するので電力使用が多くなる傾向も変わらなかった。 

11 月下旬、冬場を控え暖房の節電対策が重要と考え、主力暖房器具である古いガスファ

ンヒーターを効率のよいものに買い替えるとともに、保温式電気ポットの使用をやめ、旧

来の魔法瓶型ポットと保温機能のない電気湯沸かし器（T-fal）に買い替えるとともに、炊

飯ジャーの保温機能の使用をやめ、食前に電子レンジで加熱するようにしたところ、大型

テレビの購入等を契機に一度は膨らみかけた電力使用量が 22 年 12 月～23 年 2 月は従来並

みの水準に復した（3 月の増加は大震災報道テレビの見過ぎかどうか不明） 

 

（２）震災後第 1 次節電対策 

平成 23 年（グラフの緑線） 

 震災後である4～7月の月ご

との電力使用量は、前年（22

年）同月に比べ約 30％減尐し

ている。また、一昨年（21 年）

同期に比べても約 20%減尐し

ている。節電が呼びかけられ

ているこの時期にこれだけの

節電ができたのはなぜだろう

か。暖房も冷房も必要としな

いシーズンではあったが、昨

年、一昨年の同時期に比べて 2～3 割の節減は大きい。計画停電も全くという程当たらなか

ったし、電気器具を節電型のものに入れ替えたこともなかった。 

夫婦で思いを巡らせながら到達した結論は、「無駄な電気を使わないように、なるべく

節約しようとしたことに尽きる。こまめにスイッチを切ったからである。」ということに

なった。照明、テレビなど無人の時は不要であり、温暖期の暖房便座は電源を切っておけ

ばよい。被災者の苦労に思いをはせながら、節電しなければという気持ちを持ち続け、具

体的に行動に移していくことが重要であるというのが到達した結論であった。 

更に、節電は主婦にとって電気料金の支払いが目に見えて減るという効果も無視できな

いものである。 

  

（３）震災後第２次節電対策・・・平成 23 年（グラフの緑線） 

 冷蔵庫の温度調節を履行すべく、冷蔵温度と冷凍温度をそれぞれ「中」から「弱」に調

整したらアイスクリームが柔らかくなってしまった。孫の不評を買ってしまい冷凍温度だ
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け元の「中」に戻した。 

また、我が家の照明器具は住宅購入当時設置したものであり、おしゃれなデザインであ

るが白熱灯が多く使われていた。このうち、使用時間も比較的長く消費電力量の大きいも

のをＬＥＤまたはシリカ電球に取り換えた。ＬＥＤ電球が使用できない場所もあり、最終

的に 11 個で合計 680 ㍗の白熱電球を 9 個のＬＥＤ又はシリカ電球に取り替えた結果、合計

68 ㍗と 1/10 の電力消費量に減尐した。これらの電球の家庭内電力消費量に占めるシェアと

ＬＥＤ電球の値段を考慮すれば投資に見合う節電には疑問なしとしないが、微尐ながら東

電管内全体の節電に貢献すると考えれば納得できる。 

以上の結果、平成 23 年震災後の電力使用量は、前年同月に比較して 2/3 に節電（月平均

33%減）できたのである。しかしながら、このような取り組みの中においてさえ、8 月は一

族の集合もあって電力使用量が増大してしまった。節電にもまして「孫」の力は大きいと

言ったところである。 

 

３ おわりに 

 大震災直後の東電管内電力需要ピークは 6,000 万ｷﾛﾜｯﾄといわれ、大停電を避けるための

計画停電や電気事業法に基づく大口需要家に対する電気の使用制限（23 年 9 月 9 日終了）

が行われた。新聞報道によれば、計画停電が終わった 4 月以降、供給力に対する電力の使

用率が最も高かったのは夏ではなく、昨年 12 月 9 日 17 時の 94%であったという。真冬並

みの寒さとなり、電力供給力 4,730 万ｷﾛﾜｯﾄに対し、電力需要が 4,487 万ｷﾛﾜｯﾄに高まったた

めであるという。大震災直後とはずいぶん減尐した電力需給になったものである。 

電力需給については、発表、報道されるもの以外は一般には判らないが、原子力や化石

燃料に依存せざるを得ない現状では無断な電力消費は避けるべきである。電気料金の支払

いも尐なくて済む。しかしその一方、文化的で便利な生活を犠牲にすることもない。 

冷蔵庫容量１ﾘｯﾄﾙ当たりの年間消費電力量は、最近 10 年間でみても 22%に減尐し、節電

型になってきており、日本が世界をリードする省エネ技術水準である。購入後、およそ 10

年を経過する我が家の冷蔵庫についても節電と併せて買い換えを提唱する妻の声が説得力

を高めてきている。 

健康で文化的な社会を持続させていくためには国民一人一人が節電意識を高め、できる

ことから具体的に行動していくことが大切であると考える昨今である。 

                          （全国水産技術者協会会長） 

 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

平成２４年度第１回理事会・通常総会のお知らせ 

標記会合は６月２０日(水)午後に三会堂ビル２階Ｓ会議室において開催することとしま

したので、ご案内します。１４：００より理事会、１５：３０より総会を開催します。そ

の後懇親会を計画しておりますので、皆様奮ってご参加願います。 

総会は正会員で構成されることとなっておりますが、賛助会員（オブザーバー）のご参

加を歓迎します。両会合の議案等につきましては会員の皆様に後ほどお届けします。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 
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事務局便り 

○当協会に結集するベテラン会員諸氏に投稿いただき「地域における水産業の今昔」を

掲載しています。本号の森实氏の原稿では、我が国の主要生産県である愛媛県における真

珠養殖業、母貝養殖業の経緯をまとめていただきました。 

真珠養殖業は我が国の養殖業の中で別格の位置づけを持ち、生産単価の最も高い製品を

産出してきました。「世界中の女性の首を真珠で絞めてみせる」とかつて御木本幸吉翁が

豪語したように、輸出を主体とするこの産業は戦後いち早く復興し、生産量では 1966 年に

130トンを記録しています。生産額でみると 1990 年に最高値 885 億円の記録を達成しまし

たが、この額は同年のブリ類養殖の 1,280 億円、のり類養殖の 1,049 億円に次ぐ第 3 位で

ありました。 

その後は品質、世界の好不況、消費者の嗜好の変化、為替変動などの影響を受けて真珠

の単価は大きく変動し、1990 年の 4,790 円／匁を最高値として 2009 年にはその 1/3 にま

で低下してしまいました。1990年代後半に発生したアコヤガイの赤変病はこの過程に決定

的な影響を与え、現在も根源的な対処法は確立していません。優雅な製品の陰に潜む難し

く痛切な問題の解決に向けて、研究面での懸命な取り組みが続けられています。国内外の

消費者のみならず、水産業関係者としても、出口が早急に見えてくるようこの問題の関係

者の方々の努力に大きな期待を寄せています。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○川口会長の实践的節電のすすめには大いに触発されるところがあり、こまめに不要な

電源のスイッチを切ることはすぐにでも实践できることですね。冷蔵庫やエアコン等新型

の電化製品は効率が高まっているので、買い換えの経費は 7年で償却できると小宮山 宏

氏の講演で聞いたことを思い出します。省電力・省支出のためには先手必勝、そしてこま

めにということのようです。 

～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～～ 

○事務所と事務局体制の拡充強化 

 当協会の事業の拡大に伴い従来の事務所が手狭になったため、昨年 6 月に三会堂ビル地

下で従来の 2 倍半の床面積をもつ事務室に水平移動し、業務環境を整備しました。更にそ

の後に新たな事業を受託することになったため、いったん返却した従来の事務室を今度は

会議室として利用できるように再度契約しました。 

 この間に当協会の業務を確实かつ円滑に实施するため事務局体制の強化を進め、原理事

長を始めとする５名の職員（原、嶋津、新井、森脇、田中）が毎週延１４日以上事務局に

勤務しています。このことにより外部との連絡も空白がなくなって確实になりました。 
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